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中小機構の概要～全体

中国本部の支援拠点
（3拠点＋広島校）

中国本部（広島市中区）

中小企業大学校広島校（広島市西区：人材育成）

山陰エリアマネージャー事務所（松江市：営業窓口）

岡山大インキュベータ
（岡山市北区：創業関係）
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北海道本部（札幌市）

東北本部（仙台市）

旭川校

仙台校

東京校・BusiNest

本部／関東本部
（東京都港区）

中部本部（名古屋市）

瀬戸校

近畿本部／関西校
（大阪市）

四国本部（高松市）

中国本部（広島市）

沖縄事務所（那覇市）

九州本部／九州校
（福岡市）

人吉校

南九州事務所

北陸本部（金沢市）

三条校

広島校

山陰エリアマネージャー事務所

岡山大インキュベータ

◎

中小機構は、東京（虎ノ門）に本部があり、全国に地域本部が9ヶ所、中小企業大学校9校、他事務所を有し、
中小企業をサポートしています。

 名称
独立行政法人中小企業基盤整備機構 （略称：中小機構）
経済産業省（中小企業庁）所管の中小企業政策実施機関

 設立
2004年（平成16年）7月1日
（中小企業総合事業団、地域振興整備公団、産業基盤整備基金の三法人が統合）

 目的
国の中小企業政策の中核的な実施機関として、起業・創業期から成
長期、成熟期に至るまで、企業の成長ステージに合わせた幅広い支
援メニューを提供しています。

 理事長
宮川 正

 拠点
本部（東京都港区虎ノ門）、地域本部、中小企業大学校

 人数
職員：約800名、専門家：約3,000名
中国本部は、職員：約３０名、専門家：約１５０名（広島校含む）

事務拠点



2中小機構の概要～支援の種類

事業の創出

事業の発展

事業の継続

共通

起業・創業・ベンチャー

インキュベーション

 岡山大インキュベータ

FASTER

スタートアップ挑戦支援事業

TIP＊S、BusiNest

Japan Venture Awards
（JVA)

企業ライダーマモル

事業承継・再生

事業承継・引継ぎ支援

共済制度

小規模企業共済

経営セーフティ共済
（中小企業倒産防止共済）

震災復興・災害対応

事業継続力強化支援

経営課題の解決

経営相談（窓口・オンライン）

人材育成

中小企業大学校

資金の調達

ファンドからの投資

債務保証（ベンチャーデット）

高度化事業情報発信

J-net21

中小機構インフォメーション

IT活用

IT経営サポートセンター

ITプラットフォーム

事業再構築支援

生産工程スマート化診断

新事業展開

販路開拓・マッチング支援

 J-GoodTech（ジェグテック）
 地域活性化パートナー制度
 ｅコマース（EC）活用支援

海外展開支援

 海外展開ハンズオン支援
 海外CEO商談会
 海外展開セミナー

ハンズオン支援（専門家派遣）

カーボンニュートラル相談窓口



１．カーボンニュートラル相談・診断
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ハンズオン支援

カーボンニュートラル（CN）に取り組むための支援メニュー

取組み
ステップ

支
援
の
ス
テ
ー
ジ

CO2排出量算定支援

カーボンニュートラル
相談窓口

オンデマンド動画
中小機構公式チャンネルに公開中

セミナー開催

情報提供（J-Net21サイト）
・国や都道府県の支援情報が検索できます
・実現に向けたチェックシートがダウンロードできます

認知・理解
（知る）

相談
（知る・把握する）

現状把握
（把握する）

目標・計画
（把握する・削減する）

実行
（削減する）

カーボンニュートラルや脱炭素化に取り組む中小企業・小規模事業者向けに、取り組み状況に応じた各種支
援メニューを揃えております。



5カーボンニュートラル相談窓口

相談窓口の概要
• 相談形態：対面（中国本部_広島市）またはオンライン相談（Zoom・Microsoft Teams）
• 対象者 ：カーボンニュートラルに取り組む中小企業・小規模事業者
• 申込方法：申込フォームからお申し込みください（事前予約制）
• 相談時間：平日9時～17時（1回1時間）
• 費用 ：無料

申込フォーム

カーボンニュートラルや脱炭素に関する相談について専門家がアドバイスを実施しております。

相談窓口



6CO２排出量の算定支援

CO2排出量の算定に向けて、中小機構の専門家が現地（事務所・工場等）を訪問して、アドバイスを行う支援制度と
なります。（※オンラインでの助言も可能です）

 対象者

 概要

CO２排出量の算定に向けて、中小機構の専門家が、無料・最大3回までアドバイスする支援制度を用意して
います。

短期型支援

CO2排出量の算定を検討されている中小企業・小規模事業者

 支援の流れ（例）

１回目

現状把握
専門家が事務所・工場等
を訪問。
ご相談内容の深掘りや
CO2排出量算定に向けた
ポイントをお伝えします。

２回目

課題の⾒える化
１回目終了後の取組につ
いて確認。
CO2排出量を算出した結
果を踏まえて、自社の課
題を⾒える化します。

３回目

対策検討
２回目以降で整理された
課題を踏まえて、CO2排
出量の削減に向けた目標
設定や対策の検討を⾏い
ます。



２．IT・DX化の相談・導入



8IT経営サポートセンター

IT経営サポートセンターは支援機関の皆さまも利用可能

IT活用によって経営課題解決の糸口を見つけるための、無料オンライン面談サービス。
IT経営の専門家が、中小機構の「IT戦略ナビ」や「ここからアプリ」等を活用し、経営課題を整理・見える化し
ながら課題解決に適したITツールをご提案するほか、IT導入に向けた支援を実施。

事業の発展 フェーズ

どうすれば経営がうまくいくのだろう・・

顧客を獲得して
売上を増やしたい

社内の風通しを
良くしたい

人手不足を
解消したい

経営者のお悩み

そのお悩み、IT活用で
解決できるかもしれません！

HP、SNSの活用や、
ECサイトでの販売！

POSレジの活用！

グループウェア
を導入！

IT活用による解決提案

 支援先企業からITについて相談があったが、自分がITに詳

しくないので回答に困っている

 システム導入で悩んでいる支援企業がいたので専門家のア

ドバイスや導入事例を参考にしたい

 支援先企業のお悩みについて、課題整理や方針の策定を一

緒に確認したい

 専門家からの提案を参考に継続的な伴走支援に役立てたい

支援機関&企業の方の同席相談

支援機関の方の直接相談初回相談

現状ヒアリング
IT化方針の

検討・解決策の提示

ITツール導入や
活用メリットの深堀り

問題・課題の整理

２回目以降相談

初回終了～2回目以降へ ITツール選定

複数回実施

相談イメージ ～ 中小機構のツールを用いた場合の例



9事例（既にITツールを複数導入されている企業の事例）

●企業概要
・製造用工具、機器の卸売業。本社のほか２つの営業所がある。

●ご相談内容
・既にITツールを複数導⼊している。（受注⾒積管理・販売管理システムなど）
・自社の現状を説明した上、今後に向けたアドバイスが欲しい。

●ご⽀援の流れ
１回目︓ヒアリング及び課題の整理
・相談企業の現状やITツールの利⽤状況について、幅広くヒアリング。
・その中で、営業活動の属⼈化や⼿形の回収管理の合理化などの課題を整理。

２回目︓解決策のご提案（ITツールのご紹介、既存ツールの運用に関するご提案）
①SFA（営業⽀援システム）の活⽤
・営業活動の属⼈化を解決するための⼿段として提案。
・複数のSFA製品について活⽤事例を交えて紹介。
②販売管理システム（導⼊済）の有効活⽤
・⼿形の回収管理の合理化に向けて、導⼊済の販売管理システムの機能を改めて整理。
有効な活⽤方法を提案。

③その他
・業務フロー作成に関する情報共有や売上拡大に向けたビジネスマッチングサイトの
ご紹介など。



10IT化支援アドバイザー派遣制度

（各回のインターバル期間は、必要に応じてIT経営サポートセンターにて相談受付と支援を行います）

現場確認と
導入候補ITツール

の試用準備

試用で発生した
課題への

対策検討と
ITツールの評価

ITツールの
導入意思決定と
正式運用の準備

事前
相談

(オンライン)

フォロー
相談

(オンライン)

2回目 3回目1回目

IT化支援アドバイザー派遣

3回の現地支援では、事業者の現状の組織・環境・IT化方針などに応じて、導入候補ITツールの試用・評価を専門家

が支援します。派遣終了後もIT経営サポートセンターを利用し、IT化方針の再整理や運用・定着に向けたアドバイス

などのフォロー相談を行います。
※本事業は、全てのITツールの導入に向けた支援を保証するものではありません。 ※本事業は、対象となるITツールの検証・評価において、事業者の主体的な取り組みを
前提とした支援事業になります。 ※本事業では、経営者もしくは意思決定権を有する方の同席が必須となります。

IT経営サポートセンターによるオンライン支援を交えながら、
事業者のIT化に向けた取り組みを現地で無料サポートします！

■ご支援の流れ（内容は一例）



３．ビジネスマッチングサイト



12J-GoodTech（ジェグテック）

自社に会いそうな引き合いの情
報提供や、システム操作の方法
など、専任の専門家（アドバイ
ザー）による手厚いサポートを
行います。

ジェグテックは、日本全国の中小企業、大手企業、海外企業をつなぐ
ビジネスマッチングサイトです。
様々な企業情報や、日々追加されるニーズ（引き合い案件）が掲載されています。

事業の発展 フェーズ



13J-GoodTech（ジェグテック）掲載ニーズ例



４．補助⾦・イベント等情報の取得



15J-Net21（中小企業ビジネス支援サイト）

J-Net21では、様々な経営課題ごとに、知りたい情報を簡単に探すことができます。
支援情報ヘッドラインでは、補助金・助成金、セミナー、イベント、公募情報等、問い合わせが
多い分野の情報を集約しています。

情報発信 施策



16

独立行政法人 中小企業基盤整備機構 中国本部

企業支援課
電話：082-502-6555 メール：keiei-Chugoku@smrj.go.jp

メルマガのご紹介（中小機構インフォメーション）

毎月1日と15日、中小機構が主催するイベントやセミナーなどの情報を

お届けしています。

Facebook、X（旧Twitter）、Instagram、YouTubeなどのSNSも運用しています。
ぜひフォローしてください。

本資料に関する連絡先


